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農業データ連携基盤（以下、「WAGRI」といいます。）において国立研究開発法人 農業・食品産

業技術総合研究機構（以下、「農研機構」といいます。）が提供する農林水産省オープンデータ 

API 機能（以下、「本機能」といいます。）については、下記のすべての条項に同意していただ

いた上でご利用ください。 

 

第１条（目的） 

本利用規約は、農研機構が提供する本機能の利用に関し、利用者に同意していただく必要が

ある事項を定めることを目的とします。 

 

第２条（定義） 

本利用規約で使用する用語の定義は、次の各項のとおりとします。 

(1) 「API 機能」とは、利用者のシステムからインターネット等を通じて情報取得に関する要求を送

信することで、WAGRI で提供している情報を取得することを可能とする機能をいいます。 

(2) 「利用者」とは、WAGRI の利用登録をした者であり、本機能を利用するために本規約に同意

した者をいいます。 

(3) 「コンテンツ」とは、本機能が提供する情報をいいます。 

 

第３条（利用申請） 

本機能は、WAGRI の利用登録をした者で、本サービスの利用を希望する者が、農研機構に対

して本利用規約に同意の上、農研機構の定める方法によって利用申請し、承諾を得た利用者の

み利用することができます。 

２ 農研機構は、利用申請に以下の事由があると判断した場合、利用申請を承諾しないことがあり、

その理由については一切の開示義務を負わないものとします。 

(1) 利用登録の申請に際して虚偽の事項を届け出た場合 

(2) 本規約に違反したことがある者からの申請である場合 

(3) 第１０条第２項各号に掲げるいずれかの者に該当する場合 

(4) その他、農研機構が利用登録を相当でないと判断した場合 

３ 農研機構は、第１項の承諾を行った後、本機能の利用者に WAGRI の利用者 ID に基づき当該 API 

機能の利用者権限を付与します。 

４ 利用者は、WAGRI の利用者 ID が第三者によって不正に利用されていることが判明した場合、速

やかに農研機構に連絡するものとします。 

５ 農研機構は、前項に基づく連絡があった場合もしくは第三者による不正な利用が疑わしい

と農研機構が判断した場合は、本機能の利用を中断・停止することができます。 

６ 利用登録に際して誤った事項又は不正確な事項を届け出た場合、農研機構は当該事項に従

って利用者を扱えば足り、そのことによって生じた損害について責任を負いません。 



 

第４条（WAGRI の利用者 ID 及びパスワードの管理） 

利用者は、自己の責任において、WAGRI の利用者 ID、パスワード及びアクセストークン等、第三者が 

API を利用することにつながる情報を適切に管理するものとします。利用者は、第三者に本サービ

スを利用した業務の全部又は一部を委託する場合は、当該委託先が行う行為について一切の責任を負

うものとします。農研機構は、利用申請で登録された利用者 ID によりアクセスがあった場合には、その

利用者 ID を登録している利用者自身による利用とみなします。 

 

第５条（利用料） 

本機能の利用料は無料とします。 

２ 本機能を利用するために必要となる通信費及び通信機器等は、利用者の負担と責任により

準備するものとします。 

 

第６条（コンテンツの利用条件等） 

本機能を通じて取得したコンテンツの利用条件等は、農林水産省 Web サイト「リンクについて・

著作権」<http://www.maff.go.jp/j/use/link.html>に準じるものとします。 

ただし、以下のコンテンツについては、個別の利用条件に準じるものとします。 

コンテンツ名  利用条件  

・農作業名ガイドライン（GL1）API  

・農作物名ガイドライン（GL3）API  

・粗飼料名ガイドライン API  

 

クリエイティブ・コモンズ・ライセンス 表示 4.0 

https://creativecommons.org/licenses/by/4.0/deed.ja  

 

 

第７条（禁止事項） 

利用者は、本機能の利用にあたり、次の各号に掲げる行為を行ってはいけません。 

(1) 他の利用者に成りすますこと。 

(2) 本機能の管理及び運営を故意に妨害すること。 

(3) 農研機構又は第三者の知的財産権を侵害すること。 

(4) 農研機構又は第三者の名誉・信用を毀損又は不当に差別もしくは誹謗中傷すること。 

(5) 農研機構又は第三者の財産を侵害すること、又は侵害するおそれのある行為をすること。 

(6) 農研機構又は第三者に経済的損害を与えること。 

(7) 農研機構又は第三者に対する脅迫的な行為をすること。 

(8) コンピューターウィルス、有害なプログラムを使用又はそれを誘発すること。 

(9) 本機能用インフラ設備に対して過度な負担となるストレスをかけること。 

(10) 本機能を提供するためのサーバーやシステム、セキュリティへの攻撃。 

(11) 農研機構が認める方法以外の方法で本機能が提供するコンテンツにアクセスを試みる

こと。 

(12) 本機能のデータベースに入力されている情報の改ざんを行うこと。 

http://www.maff.go.jp/j/use/link.html
https://creativecommons.org/licenses/by/4.0/deed.ja


(13) 以下のいずれかの内容を含むアプリケーションの作成、運営及びこれらに関するサービス

を提供すること。 

(ア) 本利用規約に違反する内容 

(イ) 法令又は公序良俗に反する内容 

(ウ) 閲覧者に誤解を与えるおそれのある内容 

２ 農研機構は、利用者が前項各号に掲げるいずれかに該当する行為を行ったことを疑うに足

りる相当な理由がある場合もしくはその他農研機構が必要と認める場合は、利用者に対し、利

用状況又は利用者によるアプリケーションの作成、運営及びこれらに関するサービス、コンテンツ等の提

供について、内容の聴取ができるものとし、聴取の結果、同号に掲げるいずれかに該当する行為を行った

場合もしくは行うおそれがあるとみとめられた場合には、必要に応じて、改善要求ができるものとし

ます。 

３ 農研機構は、利用者が前項に基づく改善要求に応じない場合もしくは農研機構が必要と認

める場合、本機能の利用を中断することができます。 

 

第８条（利用可能時間及び利用の停止等） 

本機能は、予告なく、本機能の停止、性能の劣化等が発生することがあります。 

２ 農研機構は、利用者への事前の通知をすることなく、本機能の停止、仕様の変更を行うことがで

きるものとします。 

３ 農研機構は、本機能の負荷状況に応じてアクセス制限をかけることがあります。 

 

第９条（免責事項） 

農研機構は、本機能から提供するコンテンツの完全性・正確性・有用性・安全性等について

利用者に対して一切の保証をしません。 

２ 農研機構は、本機能の中断、停止又は利用できなかったことによって生じうるあらゆる損害（第三

者に与えた損害を賠償した場合の求償を含む）等に関し、利用者に対して一切の責任を負いませ

ん。 

３ 農研機構は、本機能の利用、利用者が登録したデータの消失等、利用者が作成するアプリケーシ

ョン等に関して生じうるあらゆる損害等に関し、利用者に対して一切の責任を負いません。 

 

第１０条（反社会的勢力の排除） 

利用者は、現在及び将来において、次項各号に掲げるいずれかの者に該当しないことを表明

し、保証するものとします。 

２ 利用者が、以下のいずれかに該当することが判明した場合には、農研機構は当該利用者を利用停

止処分とします。 

(1) 暴力団又は暴力団員 

(2) 暴力団員でなくなってから５年を経過しない者 

(3) 暴力団又は暴力団員が経営を支配し、又は経営に実質的に関与している者 

(4) 暴力団又は暴力団員と密接な関係（資金提供、利益供与及び密接交際を含む。）を有する者 

３ 利用者が以下の各号のいずれかに該当する行為を行ったことが判明した場合又は農研機構

がかかる行為があったものと合理的に認定した場合、農研機構は前項と同様の措置をとるこ



とができるものとします。 

(1) 暴力的要求行為（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第９条各号に定める行為をいう。） 

(2) 暴行、強迫、強要、業務妨害行為及びその他これに類する違法行為 

(3) 前各号のほか、不当な要求行為 

４ 前各項の規定に基づき、利用停止処分がなされたことにより利用者に損害が発生した場合

でも、利用者は農研機構に対して名目のいかんを問わず何らの損害賠償を請求することがで

きないものとし、農研機構もかかる損害賠償の責を負わないものとします。 

 

第１１条（利用規約の変更） 

農研機構は、以下のいずれかの場合に、本規約をいつでも任意に変更することができます。 

(1) 本規約の変更が、利用者の一般の利益に適合するとき 

(2) 本規約の変更が、本契約を締結した目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の相当性、

変更の内容その他の変更に係る事情に照らして合理的なものであるとき 

２ 農研機構は、前項による本規約の変更にあたり、本規約の変更の効力発生日の１週間前までに、

変更する規定の内容及び変更の効力発生日を、利用者に周知します。 

３ 利用者が本規約の変更に同意しない場合、利用者は、第９条の定めに従い本サービスを利用停止す

るのみとなります。なお、利用者が、前項の通知において指定した日付以降も本サービスを利用する場

合、本規約の変更に同意したものとみなします。 

 

第１２条（個人情報の取扱） 

農研機構は、規約同意書 兼 利用申請書に記入された個人情報を、運営に関する事務作業、

各種情報提供等の目的で利用します。また、個人情報の保護に関する法律の趣旨にのっとり、

記入された情報を適切に管理します。 

２ 農研機構は、法令に定める場合を除き、あらかじめ情報主体の同意を得ることなく個人情報を第

三者に提供することはありません。 

 

第１３条（アクセスログの取扱） 

農研機構は、円滑な API 機能の提供、利用状況の分析及び今後の施策立案の参考とすることを目

的として、本オープンデータ API へのアクセスログを収集し、農林水産省に提供します。アクセス

ログには、システム上のユーザー単位の識別子（GUID）、利用 API の名称、アクセス日時、データ

転送量、アクセス元 IP アドレスなどが含まれますが、個人を特定する情報は含まれていません。また、

アクセスログは、利用者を特定できない形に集計及び統計処理をした上で、公表させていただく

場合があります。 

 

第１４条（権利義務の譲渡禁止） 

利用者は、農研機構の書面による事前の承諾を得ることなく、本規約に基づく権利及び義務

を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならないものとします。また、利用者は、本サービス

の利用の結果取得したデータを第三者に提供し又は第三者と共同利用し、それを担保に供して

はならないものとします。 

 



第１５条（準拠法・裁判管轄） 

本規約の有効性、解釈及び履行については、日本法に準拠し、日本法に従って解釈されるも

のとします。 

２ 農研機構と利用者等との間での本機能の利用等に関する訴訟その他一切の紛争（裁判所に

おける調停手続を含む）については、東京簡易裁判所又は東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄

裁判所とします。 

 

第１６条（使用言語） 

利用上の問合せ等は、日本語で行うものとします。 

 


